（様式４）

専門家登録申請書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日
公益財団法人ふくい産業支援センター　理事長　様

　専門家派遣事業の専門家の登録を以下のとおり申請します。

（専門家の所属・連絡先）
	企業名または個人名
	　

	 eq \o\ad(代表者名,　　　　　　　　　)
	　　　　　　　　　　　　　　印
	 eq \o\ad(電話,　　　　)
	

	
	
	 eq \o\ad(FAX番号,　　　　)
	

	専門家氏名
（代表者本人の場合は記入不要）
	　　　　　　　　　　　　　　印
	E-mail
	

	
	
	HP(URL)
	

	 eq \o\ad(事務所等所在地,　　　　　　　　　)
	 〒




（専門家の専門分野・保有資格等）

	専門分野

（３つまで）


	大分類

（番号）
	分類

（番号）
	具体的内容（どのような支援助言がおこなえるか）

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	保　有　資　格　　　　　　※保有しているものに○をつけてください

	1.中小企業診断士
	
	7.弁理士
	

	2.公認会計士
	
	8.社会保険労務士
	

	3.税理士
	
	9.行政書士
	

	4.技術士(分野：　　　　　　　)
	
	10.ＩＴコーディネータ
	

	5.弁護士
	
	11.情報処理技術者
	

	6.司法書士
	
	12.その他（　　　　　　    　)
	

	自己ＰＲ等

（２００字以内）
	

	専門家登録要件
	１　資格　　　　　　　　　　　　２　大学等での教授・助教授等の経験
３　研究による博士・修士　　　　４　企業内での８年以上の実務経験
５　コンサルタントでの８年以上の指導実績


※注：上記に記載されている情報（様式４のみ）は、当センターホームページで公開します。

（様式４－１）　　　　　　　　　　　　　　　履　歴　書

	　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日

	
	ふりがな
	
	印

	
	氏　名
	
	

	
	生年月日
	昭和　　年　　月　　日生　（満　　　歳）

	現住所
	〒

	電　話
	
	FAX
	

	勤務先
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（役職）

	所在地
	〒



	電　話
	
	FAX
	

	携帯電話
	
	E-mail
	

	連絡･郵送物送付先
	自宅　　・　　勤務先　　　（　いずれかに○　）

	最終学歴
	　 年　 月
	学　校　名
	学　部　・　科
	卒業・中退・修了等

	
	年 　月  
	
	
	

	
	年 　月  
	
	
	

	職
歴
	自年月
	至年月
	勤務先・役職等
	具体的な担当業務の内容

	
	年   月 
	年   月 
	
	

	
	年   月 
	年   月 
	
	

	
	年   月 
	年   月 
	
	

	
	年   月 
	年   月 
	
	

	専門家の要件
	該当する番号に○をつけてください。

なお、１～３に○をお付けになられた方は、資格証明書、身分証明書、学位授与証明書等のコピーを添付ください。４に○をお付けになられた方は様式４－２の職務経歴書を、５に○をお付けになられた方は様式４－３の指導助言実績を詳細にお書きください。
１　中小企業支援に必要な資格を有する
２　大学、短期大学または専門学校において社会科学（経済、経営、商業、法律等）または自然科学に属する科目の教授、助教授、または講師の経験を有する

　　（職位：　　　　　　　　　　　）
３　社会科学（経済、経営、商業、法律等）または自然科学に属する科目に関する
研究により、博士、修士の学位を有する（学位：　　　　　　　　　　　）
４　企業内で経営管理及び技術に関する業務に８年以上の実務経験を有する
５　コンサルタントとして経営・技術支援を行う事業及びこれに関する事業に８年
以上の指導実績を有する


（様式４－２）

職務経歴書
　（氏名：　　　　　　　　　　）
	在籍期間
	企業名
	従事した業務内容
	成果

	　　年　月　日

～　年　月　日
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	　　年　月　日

～　年　月　日
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	　　年　月　日

～　年　月　日
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	　　年　月　日

～　年　月　日
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	　　年　月　日

～　年　月　日
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	　　年　月　日

～　年　月　日
	
	
	

	
	
	
	

	　年　月　日

～　年　月　日
	
	
	

	
	
	
	

	　　年　月　日

～　年　月　日
	
	
	

	　年　月　日

～　年　月　日
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	　
年　月　日

～　年　月　日
	
	
	

	　年　月　日

～　年　月　日
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


（様式４－３）

指 導 助 言 実 績

（氏名：　　　　　　　　　　）
	指導期間
	企業名
	依頼先
	指導助言の内容
	成果

	　　年　月　日

～　年　月　日
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	　　年　月　日

～　年　月　日
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	　　年　月　日

～　年　月　日
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	　　年　月　日

～　年　月　日
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	　　年　月　日

～　年　月　日
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	　　年　月　日

～　年　月　日

	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	　年　月　日

～　年　月　日

	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	　　年　月　日

～　年　月　日

	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


（様式５）

	　公益財団法人ふくい産業支援センター　　理事長　様

誓　約　書

　私は、公益財団法人ふくい産業支援センター（以下支援センターという。）の行う専門家派遣事業にかかる専門家として登録するにあたり、下記のことを誓約します。

記

１．当事業の派遣の際に知り得た対象企業の企業秘密や関連事項の一切を他に漏らさないこと。また、当該事項を自己の利益に反映させないこと。

２．派遣期間中に死亡、病気およびその他不測の事態に遭遇した場合でも、支援センターに対し、その補償についての責任を一切請求しないこと。

３．派遣期間が天災その他やむを得ない事情で延期または短縮された場合には、派遣期間の変更について承諾し、事情が生じた時点をもって事業を終了すること。

４．当該事業の専門家登録に伴い「福井県」および「ふくい産業支援センター」を含む名称を使用しないこと。

５．事業の実施にあたっては、『公益財団法人ふくい産業支援センター専門家派遣事業に関する「専門家」の公募要領』および派遣依頼書に記載のある「事業実施の当たっての注意事項」を遵守すること。またこれに反し、登録を取消された場合にも、支援センターに対し、一切の申し立てをしないこと。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（ＴＥＬ）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　連絡先

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（ＦＡＸ）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　印



専門分野分類表

	大分類
	分 類
	内　容

	１ 経営の分野
	（１）経営全般
	　経営計画、経営戦略　等

	
	（２）財務
	　財務、税務、投資、会計　等

	
	（３）労務
	　労務、人事、組織　等

	
	（４）生産管理
	　生産管理に関すること

	
	（５）マーケティング
	　商品企画、販売、流通　等

	
	（６）その他
	　その他の経営に関すること

	２ 技術の分野
	（１）繊維
	　糸加工、編・織加工、染色仕上加工、縫製加工　等

	
	（２）機械
	　システム設計、制御、工具　等

	
	（３）金属
	　加工技術、研究・開発、材料　等

	
	（４）電気・電子
	　電気一般、電子工学、通信　等

	
	（５）環境・公害
	　環境全般、公害、省エネ　等

	
	（６）材料
	　有機物質、無機物質　等

	
	（７）製品
	　製品企画、製品デザイン　等

	
	（８）窯業
	　窯業関連

	
	（９）木製品
	　木製品関連

	
	（10）福祉
	　福祉関連

	
	（11）情報化
	　情報処理、システム開発　等

	
	（12）ＩＳＯ
	　ISO9000's、ISO14000's　等

	
	（13）その他
	　その他技術に関すること

	３ その他の分野
	（１）法律
	　法律、特許　等

	
	（２）街づくり
	　街づくりに関すること

	
	（３）外国
	　海外事業展開に関すること

	
	（４）その他
	　いずれの分野にも該当しないこと
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